
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 創業予定者または創業後おおむね５年以内の方 第二創業を図る方 社会貢献型事業を営む方 

本制度の適用
が可能となる
特 別 貸 付 
（ 注 １ ） 

新規開業資金、女性、若者/シニア
起業家資金、食品貸付（注２） 

新事業活動促進資金 
地域活性化・ 
雇用促進資金 

ご 利 用 い た だ
け る 方 

「技術・ノウハウ等に新規性がみられる方」（※） 
 
(※)「技術・ノウハウ等に新規性がみ

られる方」の要件については、支店
の窓口までお問い合わせください。 

１ 「経営革新計画」の承認を受けた方 
２ 「新連携計画」の認定を受けた方 
３ 「農商工等連携事業計画」の認定を

受けた方 
４ 「地域産業資源活用事業計画」の認定を

受けた方 
５ 「技術・ノウハウ等に新規性がみられる方」（※） 

第三者（中核的支援機関）から協力・
助言を得て、社会性要件および収益性
要件を満たす事業計画を策定し、当該
事業計画に基づき、社会に貢献する事
業を行う方 

そ の 他 
の 条 件 

次のいずれの要件も満たす方 
１ 地域経済の活性化にかかる次のいずれかの事業を営むこと。 
 ・一定の雇用効果が認められる等、地域経済振興に資する事業 
 ・地域住民の生活に密着した生活関連サービスの提供事業であるなど、地域社会にと

って不可欠な事業 
 ・先進性、新規性または技術力の高い事業であり、今後の発展が見込まれる

有望な事業 
２ 所得税等を完納していること。ただし、創業する方または創業後税務申告が

未了の方は、創業資金総額の３分の１以上の自己資金を確認できることが要件と
なります。 

次のいずれの要件も満たす方 
１ 必要とする資金の一部について、

地域住民等から出資等償還義務の
ない資金調達を行うこと。 

２ 所得税等を完納していること。た
だし、創業する方または創業後税務申
告が未了の方は、創業資金総額の３分
の１以上の自己資金を確認できるこ
とが要件となります。 

融 資 額 
２，０００万円以内 

（税務申告を２期終えていない方は、１，０００万円以内） 

返 済 期 間 
設備資金・運転資金 １０年 ＜期限一括返済＞ 

（税務申告を２期終えていない方は、７年 ＜期限一括返済＞） 

利率（年利） ５．３％（固定） 

保 証 人 
・ 担 保 

不 要 

そ の 他 
・本制度をご利用いただいた場合、毎期、公庫から経営状況に関するモニタリングを受けていただきます。 
・審査の結果、お客さまのご希望に添えないことがあります。 

（注１）このほか、企業活力強化資金の一部の対象者（中小小売商業振興法に規定する商店街整備等支援計画の認定を受けた事業を実
施する特定会社等）のご利用も可能です。くわしくは、支店の窓口までお問い合わせください。 

（注２）食品貸付をご利用いただく方が本制度をご利用いただく場合の運転資金は、普通貸付でのお取扱いとなります。 

 

                                           

    

 
■ 返済期間は１１００年年間間〈〈期期限限一一括括返返済済〉〉（税務申告を２期終えていない方は７７年年間間〈〈期期限限一一括括返返済済〉〉））  
■ 利利率率はは５５．．３３％％（（固固定定）） 
■ 融資にあたっては、劣後特約（＊）を締結します。 

（*）法的倒産となった場合には、本制度を利用した債権の償還順位は他のすべての債権に劣後する特約を締結します。 

制制度度のの特特徴徴   

 

 

 

 

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目

 

利率 ５.３％（固定） 

返済期間〈１０年（税務申告を２期終えていない方は７年）〉 

 
新規性の高い特許を取得し、製品を開発。販売計

画を立てたものの、軌道にのるまで数年かかる見込
みであり、、当当面面はは事事業業化化にに必必要要なな設設備備のの取取得得ののたためめ
にに借借入入ししててもも元元金金をを割割賦賦払払いいすするる余余裕裕ががなないい。。 

 

<<  挑挑戦戦支支援援融融資資制制度度ををごご利利用用いいたただだいいたた場場合合ののごご返返済済ののイイメメーージジ  >>  ～ ５００万円借入した場合 ～ 

利息 

＜＜  毎毎月月ののごご返返済済額額のの目目安安  ＞＞  

 ○返済開始から 10 年間は、毎月、利息のみのお支払い 
約 2.2 万円/月 

○最終期日は、元金 500 万円＋利息約 2.2 万円 

＜＜  ここののよよううなな悩悩みみをを抱抱ええてていいるる方方  ＞＞  

 

期限一括返済 

元金 

（平成２３年４月１日現在） 

日本政策金融公庫（国民生活事業） 

こ く きん創 業 支 援 センター多 摩 

℡ ０４２－５２４－４１９９ 
国民生活事業 


